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ＳＩＰ防災の社会的・経済的意義

自然災害と日本

・ 東日本大震災の大津波（約2万人の命喪失）
・ 続発する自然災害：火山噴火、土砂災害、氾濫等
・ 近未来の南海トラフの大地震（被害推定：死者32万人、経済被害220兆円）

とどまることのない自然災害の脅威とどまることのない自然災害の脅威

府省連携の必要性

・ 大規模災害時に不可欠な縦割りの所掌範囲を超えた対応ニーズ
・ 各府省に定められた防災・減災ミッションを優先する限界

「レジリエントな社会」を作るために必須
な府省連携への仕組みの構築

「レジリエントな社会」を作るために必須
な府省連携への仕組みの構築
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適切な防災・減災による経済損失の軽減

⇒ 本SIP：防災・減災による経済損失の軽減に直接貢献

＜南海トラフの巨大地震による人的被害想定（中央防災会議WG資料）＞
・ 予想人的被害（死者：323千人）は、適切な避難行動や津波避難ビルの建設に
よって20%に軽減可能 ⇒ 労働力の確保による経済被害軽減 ：12.9兆円

＜首都直下地震による経済被害想定（中央防災会議WG資料）＞
・ 予想経済被害（48兆円）のうち、耐震化等ハード対策によって被害は34.9兆円
に、さらにBCP強化（復旧時間の加速）によって被害はさらに29.6兆円に低減可
能 ⇒ BCP強化による経済被害軽減：5.3兆円

＜阪神・淡路大震災による湾岸部液状化被害（日本政策投資銀行2011.12資料）＞
・ 神戸港の液状化による被害復旧費（1.04兆円）、貿易高の大幅減少（年2500億円（1994年）～1500億円（1995
年）） ⇒ コンテナ取扱世界6位（1994年）から世界44位（2008年）に転落

＜土砂・水害による被害（関係省庁ホームページより）＞
・ 国交省（2014年度）災害対策（広島、高知、京都他）費（2900億円）、常総市水害試算（中小企業被害（169億円）、
農業関連被害（499億円））

＜災害リスク管理と対費用効果＞
・ 阪神・淡路大震災物的被害（9.9兆円） ⇒ 災害復興費3.3年9.9兆円（3兆円／年）
・ 東日本大震災物的被害（16.9兆円） ⇒ 災害復興費5年26.3兆円（5.3兆円／年）
・ 南海トラフ巨大地震被害（220兆円） ⇒ 災害復興費65年342兆円（5.3兆円／年:東日本大震災と同比率復興）
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・ SIPの機能が最大限に発揮される国家的課題
・ 第5期科学技術基本計画「超スマート社会のサー
ビスプラットフォームの実現」に貢献する課題

・ SIPの機能が最大限に発揮される国家的課題
・ 第5期科学技術基本計画「超スマート社会のサー
ビスプラットフォームの実現」に貢献する課題

資金的裏付けによる最適な研
究開発課題設定

最先端の科学技術の駆使

社会実装促進の政策展開（社会システム作り）

府省連携要求

府省連携体制

国交省、総務省、文科省、農水省、厚労省、経産省、消防庁、内閣官房、
内閣府（防災）、気象庁（オブザーバー参加）
国交省、総務省、文科省、農水省、厚労省、経産省、消防庁、内閣官房、
内閣府（防災）、気象庁（オブザーバー参加）

⇒ 2015年度から新たに経産省が参画、10府省庁が集う体制
⇒ 全SIP課題のなかで最大規模の府省連携

本SIPの目的と射程

官民挙げて災害情報をリアルタイムで共有する仕組み
⇒ レジリエンス災害情報システムの構築

⇒ 防災・減災の実践に適用

官民挙げて災害情報をリアルタイムで共有する仕組み
⇒ レジリエンス災害情報システムの構築

⇒ 防災・減災の実践に適用

ＳＩＰ防災の射程と府省連携体制



レジエンス災害情報システム
（災害関連情報の集約、整理、解釈、加工）

災害予測・予防・対応
と情報共有の高度化を
図る最新技術の開発

災害予測・予防・対応
と情報共有の高度化を
図る最新技術の開発

国、自治体、企業、
国民の防災・減災の
実践力向上

国、自治体、企業、
国民の防災・減災の
実践力向上

アウトプット（技術開発） アウトカム（社会実装）

ＳＩＰ防災の概要

最新ソフト・ハード技術開発

社会実装システムの完成

継続的な実証実験と災害対応訓練

プロトタイプ版

２０１６ ２０１８２０１４ ２０１５ ２０１７

PDCAサイクル

社会実装版 5



ＳＩＰ防災が構築するシステムと現況

① 中央省庁 ⇒ 厚労省・災害派遣医療チーム(DMAT)や農水省・ため池管理における「レジリエンス
災害情報システム」の平時利用を含めた本格運用の開始、内閣府防災や国交省統合災害情報シ
ステム（ＤｉＭＡＰＳ）と連携した被災時支援の実施、気象庁への予報情報の提供

② 先行自治体 ⇒ 被災時対応に備えた防災訓練を含む擬似運用の開始
③ 自治体、指定公共機関、民間企業 ⇒ 平時からの連絡体制の構築、被災時の情報提供

中央省庁

予防

予測 対応

インフラ
企業

国交省厚労省 農水省 内閣府防災

平時運用開始
被災時の本格運用

被災時の
ＤｉＭＡＰＳ情報連携

被災時の情報連携ＳＩＰ情報の
中央省庁共有

レジリエンス災害情報システム 民間企業

公共機関
指定

公共機関

住民

被災時の
情報提供

自治体

先行自治体での運用開始

Ａ県 Ｃ県Ｂ県 Ｄ県

利活用システム 火山ガス等
モニタリング

津波遡上情報 河川管理

Ｅエリア
共同体
災害対策本部
運営

地震 火山津波 豪雨 ＢＣＰ支援

臨海
コンビナート

診断・対策

液状化

先行企業での
ガイドライン適用
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① レジリエンス災害情報システム ⇒ さまざまな災害情報（データベース）を集
約し、必要な人に必要な情報に加工して提供、Society5.0の具現に貢献

② SIP自動走行やSIPインフラ維持管理との協調 ⇒ 3次元地図情報やSAR画
像などの共有、活用について議論を開始

５）規制・制度改革の推進と社会的受容の醸成
４）知的財産戦略と国際標準化の推進

６）能力開発・人材育成の推進

データベースデータベース

新たな
サービス

エネルギー
バリューチェーン

高度道路
交通システム

ものづくり
システム

スマート
生産システム

スマート・フード
チェーンシステム

統合型
材料開発
システム

おもてなし
システム

地域包括
ケアシステム

インフラ
維持管理システム

防災・減災
システム

地球環境情報
プラットフォーム

①基盤技術となる、AI、ビッグデータ
解析技術、サイバーセキュリティ技術
等の強化

②各システムの高度化に
資するデータベース構築

③将来のシステム連携に備えた
通信インターフェース、データ
フォーマットの検討

④複数システム間で利活用が
期待されるデータベースのあり方

基盤技術
AI、ビッグデータ処理技術
サイバーセキュリティ等

■ 「Society 5.0」プラットフォーム構築のイメージ

Society5.0の実現に向けた取り組み
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